
2021年4月1日

令和５年12月27日

厚生労働省 健康・生活衛生局
感染症対策部企画検疫課

次の感染症危機に備えるための司令塔機能の強化について
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内閣感染症
危機管理統括庁

(内閣官房副長官)

★統括庁が総理・長官
を直接支えて、
感染症対応の方針の
企画立案、各省の総
合調整を一元的に所
掌

厚生労働省

★医務技監を結節点として、感染症対策部や、国立健康危機管理研究機構
の専門的知見の提供を確保

国立健康危機管理研究機構※

政策ニーズに沿った科学的知見を提供

➢ 感染症の情報分析、
研究、危機対応

➢ 国内外の人材育成・
派遣

➢ 国際医療協力

➢ 総合診療、臨床研究
推進

内閣危機管理監

★感染症に係る危機
管理は、統括庁が一
元的に所掌し、実施。

※内閣危機管理監は、臨
時に命を受け、感染症に
係る危機管理について、
統括庁に協力

協
力

科学的知見の
収集分析・作成の求め

厚労省との一体性確保

(内閣官房副長官補)

【主な機能】
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政府対策本部

内閣感染症危機管理監

内閣感染症危機管理監補

内閣感染症危機管理対策官 ＝ 医務技監

内閣官房長官

知
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内閣総理大臣

内閣審議官・内閣参事官等 感染症対策部

内閣感染症危機管理統括庁を中心とした司令塔機能の強化

※機構創設（令和７年度以降）までは、
国立感染症研究所と国立国際医療研
究センターにて対応

○ 感染症危機への対応に係る司令塔機能を強化し、次の感染症危機に迅速・的確に対応できる体制を整えるため、内閣法
を改正し、内閣官房に内閣感染症危機管理統括庁を設置 （設置日：令和５年９月１日）

感染症危機管理統括審議官

担当大臣

新型インフルエンザ等対策推進会議
（令和５年９月４日）
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厚生労働大臣

○ 感染症対応能力を強化するため、内閣感染症危機管理統括庁の設置と同じく９月１日に、厚生労働省に、感染症対策部を設置

（厚生労働省組織令改正）。
※ 医務技監（内閣感染症危機管理対策官（充て職））の感染症対策の関係部局の統理のもと、感染症対策部長がその指揮・命令の下で感染症対策に関する
省内の調整を主導する。

※ 感染症対策部に、「企画・検疫課」、「感染症対策課」、「予防接種課」の３課を設置する。

（現行の結核感染症課は「感染症対策課」とするとともに、同課に「結核対策推進室」を新設する。）

○ 感染症対策部は、平時から、感染症の特性の分析・把握、検査、予防接種、保健所の支援、検疫等について一体的に実施する

とともに、感染症危機対応の業務に関する厚労省内の調整を主導。

○ 感染症危機時においては、感染症対策部を中核として応援職員を招集し、体制を迅速に構築。また、平時からの経験やデータ

の蓄積に基づく有効な感染症対応を組織的な指示系統のもと実施。

・平時から、感染症の特性の分析・把握、検査、予防接種、保健所の支援、検疫等について一体的に実施するとともに、感染症危機対応の
業務に関する厚労省内の調整を主導
・国立健康危機管理研究機構（令和７年度以降設置）の監督を担い、平時からの経験やデータを蓄積。

感染症対策部

感染症対策部のイメージ 内閣感染症危機管理統括庁

調整

・感染症危機時には、感染症対策部を中核と
して応援職員を招集し、体制を迅速に構築。

※平時より、感染症危機時に備えたリストを作成、対

象人員に対する研修を実施。

内閣感染症危機管理対策官

（注）感染症対策部関係の名称はいずれも仮称

「感染症対策部」の概要

医務技監事務次官

医政局：医療病床・医療人材の確保

医薬産業振興・医療情報審議官：治療薬等の開発、物資の確保

健康・生活衛生局（本局）：保健所の体制構築（保健所応援体制の整備等）

医薬局：医薬品の承認審査 等

充て職

厚労省対策本部（感染症危機時）

国立健康危機管理研究機構（令和７年度以降設置）

・感染症に関する科学的知見の獲得・提供

監
督

科
学
的
知
見
の
提
供

科
学
的
知
見
の
提
供
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初動対処要領に基づき定める「初動対処の具体の対応」の概要について

○「新型インフルエンザ等発生時等における初動対処要領」 ※１ のⅡにおいて別に定めることとされた政府の初動対処の具体的内容を定める
もの。※２

【対象事象】
・特措法の適用対象となる感染症が発生した場合（特措法の適用対象となるかどうか不明な段階のものも含む）※３

【対象フェーズ】
・発生情報覚知から政府対策本部を設置し、基本的対処方針が実行されるまでの間（平時の準備状況の確認も含む）

（政府行動計画は見直し中であるが、
現時点で初動のために必要な項目を記

載）
【平時】 【初動】

①国内外の情報収集、
情報提供・共有 ・感染症発生動向等関係のシステム（感染症サーベイランス

システム等）の活用

●国内外の発生動向等に関する情報収集
●国民・事業者や関係機関等への情報提供・共有

②水際対策

・感染症対策物資の備蓄状況
・医療機関の確保状況
・宿泊施設の確保状況
・搬送手段の確保状況
・検査実施能力の確保状況
・水際対策関係のシステムの活用

●検疫強化（航空機及び船舶による入国者数等の情報収集、質問票
の
配布等による患者の発見、検査や隔離等の必要な措置）

●入国制限等（入国停止措置、査証制限、航空便の制限等の調整）
●関係各国・地域への情報提供

③ワクチン
・ワクチン開発に関する情報収集・分析・研究
・ワクチン関係のシステム（予防接種関連システム等）の
活用

●病原体・ゲノム情報等の収集・分析、パンデミックワクチンの
研究開発に着手

●接種率等の情報を即時に把握等できるよう、システムを新たな
ワクチンに拡張

④検査体制
・検査実施能力の確保状況
・検査機関の確保数

●検査体制の充実・強化（予防計画に基づく都道府県に対する検査
体
制整備要請等）

●検査措置協定締結機関における検査体制の拡充等

⑤感染症対策物資の確
保

・感染症対策物資の備蓄状況
・医療機関等情報支援システム（Ｇ-ＭＩＳ）の活用

●感染症対策物資の生産・流通・在庫状況の確認、都道府県に対す
る
確保要請等

⑥保健所体制
・保健所の感染症有事体制を構成する人員の確保状況
・感染症サーベイランスシステムの活用

●サーベイランス・積極的疫学調査、相談対応確保、IHEAT要員の確
保を含めた保健所の体制整備等

⑦医療提供体制
・医療機関（入院・外来）の確保状況
・宿泊施設の確保状況
・医療機関等情報支援システム（Ｇ-ＭＩＳ）の活用

●都道府県に対する医療提供体制・物資の確保状況の確認要請等
●都道府県に対する流行初期医療確保協定締結医療機関の医療提供
体制整備の要請等

平時の準備は迅速な初動対処の基盤であり、感染症危機
発生に備え、以下の準備状況を定期的に確認

感染症の類型決定
・厚労大臣の公表

※１ 令和５年９月１日 内閣感染症危機管理監決裁
※２ 政府行動計画改定までの間、当面の初動対処の具体の対応とし、政府行動計画見直しの議論・訓練の実施等を踏まえ適宜見直しを行う。
※３ 感染症が海外で発生した場合を想定。また、特措法の適用対象外の感染症についても、国民の生命及び健康の保護と国民生活及び国民経済に及ぼす影響の双方の
観点等に鑑みて、政府全体の見地からの総合調整等が必要な場合の対応等についても、事態の状況に応じ、これに準じて対応する。

発生情報覚知
【政府対策
本部設置】

基
本
的
対
処
方
針
に
基
づ
き
対
応

（
左
の
初
動
対
処
に
係
る
対
策
は
原
則
と
し
て
継
続
）

～「具体の対応」とタイムラインとの関係（イメージ）～

●初動活動
●有事に向けた
準備活動
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